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１．はじめに
　JETRO（2017）による2016年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査では、 「現
在、海外に拠点があり、今後さらに海外進出の拡大を図る」と回答した企業のうち、拡大を図る
国・地域については、 中国（前年53.7％→52.3％）、 タイ（同41.7％→38.6％）が引き続き上位
となっているが、これらの国の減少が続いているのに対し、ベトナム（同32.4％→34.1％）は2 
年連続で増加して3 位に上昇している。次いで米国（同33.7％→33.5％）であるが、 主要国・地
域で拡大を図る国・地域としては、ASEAN6（70.5％）が中国（52.3％）を5 年連続で上回った。
ASEAN6 の中では、フィリピン（同11.3％→13.4％、13 位）も増加している。
　また、国際交流基金（2015）による海外日本語学習者数は以下となっている。
　　　　　　表１　海外日本語学習者数（国際交流基金2015）
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　ここでは、タイ、ベトナム、フィリピンなどの学習者が増加していることがわかる。
　このように、日本企業の事業展開が東南アジアに向け増えていること、日本語学習者が東南ア
ジアで増えており、その学習動機として「将来のキャリア」を挙げているものも多いこと（国際
交流基金2006）を受け、東南アジアにおけるビジネス日本語教育ニーズは学習者からも日本企
業からも高まっている。しかし、ニーズの高さに対して高等教育機関（大学）におけるビジネス
日本語（以下、BJ）教育実践は十分に行われているのだろうか。「ビジネス日本語」という科目
名はあっても、担当者からは何をどのように行えばよいのかよくわからないという声を聞く。東
南アジアの高等教育機関（大学）を対象としたビジネス日本語教育の現状に関する調査研究は、
まだ、ほとんど見られない。
　本研究では、東南アジアの高等教育機関（大学）で日本語教育を担当する専任教員とその卒業
生への調査を通し、東南アジアの高等教育機関で日本語を学ぶ大学生に対するビジネス日本語教
育の現状と課題を明らかにする。その上で、東南アジアのビジネス日本語教育において実践可能
な方法を提案する。本研究が今後の東南アジアの高等教育機関におけるビジネス日本語教育につ
いての示唆となれば幸いである。
２．研究方法
　現状と課題を探るため、2016年6月から8月にかけ、東南アジア4か国（カンボジア、インド
ネシア、ベトナム、マレーシア）各国で先端的な日本語教育の取り組みをしていると思われる大
学の一つに所属する日本語専任教員各1名に勤務している大学のBJ教育の現状と課題を探るた
めの質問紙による調査（調査１）を行った（調査内容は付録参照）。また、各教員が教え日系企
業に就職した卒業生への調査（調査2）も依頼した（調査内容は付録参照）。　
３．調査１結果
　調査1の回答者は以下である。
　表2　調査1回答者
国 大学名 年齢 　 専門
1 カンボジア P大学 30代 女 日本語教育学
2 インドネシア I大学 40代 女 日本語教育学
3 ベトナム H大学 40代 女 日本語教育学
4 マレーシア M大学 40代 男 日本語教育学
　質問1～4では学生数、日本語レベル、就職数を聞いた。回答をまとめると以下のようになる。
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　表３　質問1−4回答
大学名 １．学生数
２．日本語専
攻学生数
３．卒業時
日本語レベル
４．日経企業
就職率
P大学 23,000人 515人 N3、N2、N1 95%
I大学 30,000人 500人 N3、N2、N1 80%
H大学 13,000人 500人 N3、N2、N1 60%
M大学 10,000人 なし* N５、N4 毎年6－10人
*選択初級日本語各学期230名
質問７回答：ビジネス日本語科目の有無は調査回答時点でどの大学も有であった。
質問８回答：現在行われているBJ科目の内容
　ビジネスマナー、ビジネス文書作成については3校、電話対応、ビジネス会話については2校、
Eメール対応、就職面接、プロジェクト学習、その他（プレゼン）を含む選択肢のすべてを回答
した大学が1校あった。また、その他にインターンシップが2校から、ビジネス日本語通訳が1
校から挙げられていた。
　なお、BJ科目の範囲に、貿易実務、複式簿記、国際経済関係といったいわゆるビジネス科目
が含まれていることがあるが、今回も1校からその記述があった。
質問９回答：BJ教育の内容と考える項目
　ビジネス会話、ビジネス文書読解、ビジネス文書、プレゼンテーション、敬語、説明・説得・
交渉、問題発見解決能力、チームワーク、ビジネスマナー、就職面接対策については全員が、異
文化調整能力、企業文化理解については3名が、社会人基礎力、企業分析、就職情報、エントリー
シート対策、論理的思考、批判的思考については2名が、マーケティング、アカウンティングに
ついては1名がBJの内容と考えると回答した。
質問10回答：BJ教育目的
　①ビジネス場面での日本語コミュニケーション、②ビジネスマナー、③待遇表現・配慮表現、
が集中的に高い順位で選ばれていた。一方、異文化調整力、チームワーク、就職活動の方法を身
に付け内定を取る、プロジェクトなどを遂行する問題解決力については、4位以下の順位でばら
ばらに選択されていた。
質問11回答：大学教育におけるBJ教育の必要性
　全員が必要と答えた。その理由は以下であった。
・ 卒業後日系企業の就職を目指している学生のためにはビジネス日本語の教育が必要だと思いま
す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・ブリッジ人材を育成するためには、ビジネス日本語教育は非常に役に立つと思う。
・ 大学での日本語教育はただ日本語そのものを学ぶのではなく、学習者が卒業してからビジネス
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の場で実際にその日本語を利用し、就職することが多いためである。
・ 中間管理職、 マネージャークラスの人材を育成するのが大学教育の一つの役割であり、そう
いった人材を育てるためにはビジネス日本語の教育が必要だと思います。
質問12回答：日本語教育において一番力を入れている点、その理由。効果があったと思われる点、
授業するにあたって難しい点。　　
・ 毎年ビジネス日本語教育専攻の卒業生約50人を出している。１年から３年までの３年間は在
学生全員に基礎日本語能力と中級日本語能力が身に付くように指導、４年生には上級日本語と
ビジネス日本語として、ビジネスマナー、プレゼンテーション、企業研修（10日間ほど）、仕
事の日本語、貿易に関する小論文の授業などを行っている。
・ 日本語教育において一番力を入れているのは学生の思考力、理解力、応用力を養うことです。
こういった能力が身に付くと、どんな状況におかれても自分で考えて問題解決をすることがで
きると思われるからです。効果があったと思われる点は、臨場感を与える場面を設定し、学生
に練習させることにより学生の理解力と応用力を高めることができた点です。
・ 本学での日本語教育はまだ初級段階のレベルですので、一番力を入れているのは学生の語彙習
得、理解力と応用力ということです。効果があったと思われる点は、初級３を終えた段階で
JLPTN5の合格ができる能力を身に着けさせたことだと思います。卒業生が日本で就職して
いるが、日本で就職の際まずは、日常会話が重要になり、生活するためのコミュニケーション
ができることが大事にされる。一方、皆エンジニアとして採用されていて仕事場での日本語使
用は会議でのケースが多いようである。話すスピードの速さと内容理解、また敬語使用にも問
題を感じている学生もいるので、将来はそれに対応できるようにしたい。
質問13：現在のビジネス日本語教育の課題、質問14：その他、ビジネス日本語教育についての
意見
　この質問への回答は重なる部分があったので合わせてまとめた。
①BJの明確な定義、カリキュラムがない
・ビジネス日本語そのものの概念がはっきりしないのが問題だと思います。
・ 高等教育機関としての大学教育でもビジネス日本語の教育を取り入れる必要があるが、その
定義を各教育機関で自ら明確にすることが重要である。
・ ビジネス日本語の定義が明確化されていないため、カリキュラム編成やシラバス作りには理
論の根拠が欠けている。
・ 今のところビジネス日本語をカリキュラムに入れている大学もあればそうではないところも
ある。あるとしてもどんな項目を入れるのかいまだ明確ではない。
・ ビジネスの場ではコミュニケーションを円満にするためには日本語力を身につけることはも
ちろん、待遇表現や、異文化理解などの能力も必要であると思われる。そのため明確なカリ
キュラムや学習項目を設定することによって教員にとってだけではなく学習者にとっても勉
強しやすくなる。
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②担当教員
・ 指導する立場である先生はアカデミックな日本語教育の経験を持っているだけでは足りない。
・ 担当の先生が実際の企業で勤めたことがないと、うまく教えられないこともある。
・ 担当している先生も会社に就職した経験が必要となるが、現実では必ずそのような経験をも
つとは限らない。
③海外でのBJ教育、BJ教育の範囲
・ 海外でのビジネス場面と日本国内でのビジネス場面では状況とニーズが異なる。また、近年、
外国人が働ける職業が広がり、それによってもニーズが異なり、ビジネス日本語の内容も異
なる。
・ 日本語学科の卒業者の進路は日本企業への就職が多い。しかし同じ日本企業であっても必要
とされる日本語力が同じとは限らない。ビジネス場面での会話、ビジネスマナー、ビジネス
文書およびメールの書き方、敬語、プレゼンテーション、面接などはビジネス場面で必要と
される日本語力であるが、海外では、日本企業に勤めていても日本語を全く使わず、総務、
製造などの仕事をする人も少なくない。
・ 日本国内の日本語学習者と海外の日本語学習者の日本語力はかなり差がある。日本語能力の
達成とビジネス日本語力の育成をうまくするにはどうすれば良いか。
④学外連携
・ 教室内の講義だけではどうしても実際の現場と違うので、学生達はなかなか上手に応用がで
きない。
・ 教室内の講義だけでなく、インターンのような形で、教室外の活動も入れて、または企業と
よく連携をとり、企業のニーズに合わせ、そのニーズに答えられる授業内容等を取り入れる
必要があると思う。
⑤初中級レベルのビジネス日本語
・ 本学での日本語教育はまだ初級段階のレベルであるので、この段階でのビジネス日本語の導
入は大きなチャレンジであると思われるが、どの程度取り入れられるのか、基本日本語文法
などの習得の邪魔にならないようにする方法などが最大な課題である。
・ 卒業生に役に立つため今まで実施してきた日本語コースは、初級３を終えた段階でJLPTN5
に合格できる能力が身に着くことである。N5合格は次のN4とN3の道に結びつき、卒業後
日本企業への就職の道を開いてくれる。本学の日本語シラバスに将来の職場で役に立てる日
本語力をできる限り伸ばす努力をしたい。特に初級段階でのビジネス日本語に関係のある語
彙導入などが大きな課題だと考える。ビジネスのための日本語の概念を就職日本語という概
念からもっと幅広く見る必要もあるのではないかと考える。
・ 入学時の学生の日本語レベルが低いため、一般日本語の教育に全課程の大半の時間がかかり、
ビジネス日本語の教育に当てられる時間が制限されている（全28科目のうちのわずか6科目）。
⑥大学生に対するBJ教育
・ 学生には就職の経験がないため、社会人としての感覚が薄く、ビジネス場面の状況理解、対
人関係への意識が希薄なため、ビジネス日本語の吸収には限界がある。
・ 大学生の目線でみたビジネス場面の設定を工夫することが大学でのビジネス日本語教育の成
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功のポイントの一つである。
・ 限られた学習時間の中でビジネス日本語をどのように配置するか。
・ ビジネス日本語の教育は実践性が強いが、大学の教育としては学術性が求められる。実践性
と学術性のバランスをどう保つかが課題の一つである。
４．考察１
　調査を依頼した教員は、日本語教育国際大会2016で筆者がコーディネーターをしたBJ教育に
関するパネルのパネリストとして国際交流基金などを通して紹介を受けたBJ教育に興味を持つ
教員である。
　M大学は理系の大学で日本語科がないので別枠となるが、日本語科を持つP大学では95％、I
大学で80％、H大学でも60%の率で多くの学生が日系企業に就職をしているという点は、どの
大学もトップ校であるという点を考慮しても予想を上回る結果であった。それだけにBJ教育の
必要性が、質問7の回答が全員「有」となっている点からもうかがえる。
　質問8の1校にあったように、ビジネス日本語科目にビジネス科目が入ることは中国などでも
よくみられる。日本語科目とビジネス科目が別々に行われていて「ビジネス日本語」にはなって
いない場合もしばしばみられるので、これは、海外のBJ教育の現状の課題の一つと考える。
　質問11のBJ教育の必要性についても全員が必要と答えているが、ここでは高等教育機関の役
割として卒業後の進路を重視している点がうかがえる。卒業後の進路重視は国内の大学よりも海
外の大学のほうがより強いという印象は筆者のこれまでの他の調査からもうかがえるが、海外で
は就職の際即戦力を求めることと関係があるのではないだろうか。
　この4大学においてはBJ科目がすでにあるという回答であったが、その内容はビジネスマナー、
文書作成が主な内容であった。また、BJ教育目的としてもビジネス場面での日本語コミュニケー
ション、ビジネスマナー、待遇表現が選ばれている。かつてのBJ教育は敬語とビジネスマナー
と言われていたが、海外のBJ教育においては現在もビジネスマナーが重視されている。一方、
国内のBJ教育で取り入れられている異文化調整能力や問題発見解決能力の育成についてはまだ
あまり取り組まれていない。
　問題12からは、東南アジアの大学の日本語教育が非漢字圏である上に、大学入学時から日本
語を学び始める者がほとんどであることから、場合によっては初中級段階からのBJ教育を考え
る必要がある現状が改めて認識される。
　問題13、14からはBJ教育の課題として「BJの明確な定義がないため、カリキュラム編成や
シラバスづくりには理論の根拠が欠けている」「担当教員にビジネス経験がない」「学外連携が難
しい」などが挙がっているが、これは国内や中国、台湾でのBJ担当者からも出てきていた課題
である（堀井2012,2014a）。
　これらについては、「おわりに」で述べるが、BJ教育の指針については以前から出されている
のだが、これまでの「テキストに沿って練習をしていく」教授法ではない、ロールプレイやプロ
ジェクト型学習、ケース学習のような「学習者に体験をさせていく」教授法を教員が行うために
は教員側にパラダイムシフトが求められる。そこに大きな課題があると考える。「BJ教員にビジ
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ネス経験が必要」だという考えもよく聞かれるが、上記の教授法のためにはBJ経験は必要では
ないと考える。
　「日本語能力が低い学習者対象のBJの可能性」については、上述のように、在学中に上級レベ
ルに達することが難しいので、その対応は必要、かつ、可能であると考える。
５．調査２結果　
　調査２の回答者は以下である。28名から回答を得たが、有効回答は24である。
　表４　調査２　回答者
名前 年齢 性別 卒業年
日本語
レベル
在職 業種 職種
1 C1 31 2 2016 N2 6か月 サービス 通訳
2 C2 24 2 2014 N3 4か月 その他 営業
3 C3 27 1 2011 N2 1年3か月 ITコンサル 技術 IT
4 C4 31 2 2009 N3 3年2ヶ月 IT 技術 IT
5 C5 30 1 2012 N2 1年6か月 教育 実習生指導員
6 C6 26 1 2014 N2 1年6か月 建設業 電気工事
7 C7 25 1 2013 N3 5年10か月 建設業 電気工事
8 C8 27 1 2011 N2 3年5か月 情報通信 技術 IT
9 C9 28 1 2013 N3 3年3か月 情報通信 S.E.
10 I1 38 2 2001 N2 13年1か月 製造業 総務人事
11 I2 28 1 2011 N2 2年2か月 製造業 生産管理
12 I3 25 2 2013 N1 2か月 情報通信 営業
13 I4 23 2 2014 N2 1年9か月 製造業 製造
14 I5 26 2 2014 N3 2年6か月 品質管理センター 販売サービス
15 I6 41 1 2000 N3 26年 製造業 総務・人事
16 I7 43 1 1996 N3 5年1か月 製造業 製造
17 I8 46 2 1995 N1 15年11か月 業界団体 　
18 I9 25 2 2013 N3 2か月 情報通信 営業
19 V1 23 1 2016 N1 1か月 翻訳通訳 翻訳通訳
20 V3 23 2 2016 N3 1か月 翻訳通訳 翻訳通訳
21 V4 23 2 2016 N3 6か月 情報通信 総務人事
22 V5 23 2 2016 N2 1か月 教育 営業
23 M2 27 1 2015 N2 1年2か月 製造 技術 IT
24 M3 28 1 2015 N2 5か月 製造 総務・人事
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　表５　質問1　日本語使用の相手・場面　回答
?? ?
J
????????
??
????????
e???B??
B??? ???
1 1 1 0 0 1 1 1 1 0 1 通訳
2 0 1 1 0 1 1 1 0 0 1 0
3 1 0 1 1 1 0 1 1 1 1 0
4 1 0 1 1 0 0 0 0 0 1 0
5 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 通訳
6 1 1 1 1 0 0 0 1 0 1 0
7 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1 0
8 1 1 0 1 0 0 1 1 1 1 0
9 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
10 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
11 1 1 1 1 1 1 1 1 0 1 0
12 1 1 1 1 1 1 1 0 1 0 0
13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0
14 1 1 0 0 0 0 1 0 1 0 0
15 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
17 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0
18 1 1 1 1 1 1 1 0 1 0 0
19 1 0 1 0 1 0 0 1 1 1 0
20 1 0 1 0 1 0 0 1 1 1 0
21 1 1 1 0 0 0 0 0 1 0 0
22 1 0 0 1 0 0 1 1 0 1 0
23 1 1 1 1 0 1 0 1 1 1 0
24 1 1 1 1 0 1 1 1 0 1 1
21 17 18 16 14 12 16 16 15 19 3
　製造業で製造を行っている日本語を全く、またはほとんど使用しない２名を除いて、22名中
21名が上司と日本語を使用していると回答している。また、他社の日本人対応（17名）、社内会
議（18名）、eメール（16名）、電話（16名）、ビジネス文書（15名）、プレゼン（16名）などは
多くが使用場面としている。
　うまくいかなかった事例については、全般に「敬語がうまく使えなかった」「通訳上の難しさ」「日
本事情や日本文化の理解不足でコミュニケーションが通じない」が挙げられ、  電話については、 
「名前の聞き取りの難しさ」が多数挙げられている。以下の記述は当事者でなければ言えないこ
とであろう。
・ 入社が決まって、それまで何回の電話会話があった。時々、向こうのスピードに付いて行けな
いことがあった。
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・社内にいるときに、社内の一分間スピーチという文化があります。やったことがあります。
質問２　BJ教育の有無とそれが役立った点　回答
　BJ教育の有無ついては、I大学では2016年から実施だったため今回の回答には現れなかった。
また、P大学では2010年からの実施のため、卒業年度がそれ以前の学生は無の回答としている。
　役立った点は、全般という回答のほか、ビジネスマナー、電話対応、eメール、文書作成、接客、
という回答が多かった。
質問３　BJ教育にあるとよいと思う項目
　各項目の回答者数は以下である。
・ ビジネス会話、ビジネス文書、敬語・待遇表現、説明・説得・交渉の仕方、ビジネスマナー：
20
・問題解決能力育成 :18
・情報収集の仕方、プレゼンテーションの仕方、就職面接対策、論理的思考育成 :17
・ ビジネス文書読解：16、異文化理解：15、企業文化理解：14、マーケティング：13、企業分析、
エントリーシート対策：12、アカウンティング：11、その他：3
質問４　日本語を使って仕事をしていくうえで大切だと思うこと
　回答の記述50文からキーワードを抽出、集計をした。多かったキーワードは、①異文化理解、
②ビジネスコミュニケーションに関することが８、③確認・低文脈化、④敬語、⑤マナーに関す
ることが７、⑥論理的思考、⑦メールが６であった。記述の中からいくつか以下に挙げる。
①異文化理解
・ 日本語と基礎的な知識はもちろん必然、欠かせないことだと思いますが、それ以外、異文化
理解、日本人のビジネスマナーも欠かせない項目だと思います。いくら仕事ができたとして
も、異文化理解とビジネスマナーができない人間が会社に生き残れないと思います。
・ 時間を守る等のような日本文化をよく理解すること。
・ 日本人のあいまいな言い方が理解できればできるほど仕事がやりやすいと思います。
・ 日本人のビジネス英語がわかりにくいです（文法も会話も）、また、日本人の言語の習慣が
わからないと、完全に意味わからない。（例 :よろしくお願いします）。こっちから発言して
いくほうが便利だと思います。
③確認
・ 分からないままにしない。確認が必要。
・ 相手の話を聞いて、分かるつもりで頭の中に解釈してしまうことがよくないので、その時ちゃ
んと確認した方がいい。
・ ちゃんと相手の話や仕事の内容を理解してから、やったほうがいい。分らない時、自分で
15分～ 30分まで調べて、調べてもなかなかピンと来ない場合はすぐ上司に聞いたほうがい
い。 なぜかと言うと、  時間無駄、  工数がかかり、  他のメンバに迷惑をかけること。（場合に
よって状況が変わりますので、現実を見て判断すること）
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③低文脈化
・ 外国人にとって、日本語は第二語言語として日常のコミュニケーションを使用する時にはど
うしても不自然な日本語が出てしまうので、日本語をいっぱい使用して、日本人の上司に直
してもらって、だんだん自然な日本語になって、コミュニケーションもできるようになりま
した。また、説明が難しい時には、簡単な単語で説明して、相手が理解できたら、もっと詳
しいことを説明します。
⑧その他、自律学習
・ 自分で勉強できる能力。自分の仕事を短期間で把握するために必要だと思う。
６．考察２
　調査２の回答者の在職期間、業種、職種はさまざまであったが、日本企業に就職した卒業生の
回答として興味深いものが見られる。
　質問1の「うまくいかなかった事例」回答には「日本事情や日本文化の理解不足」が挙がって
いる。「通訳の難しさ」も文化理解と関連があるのではないだろうか。
　質問2については、BJ教育を受けた者はみなそれが役立ったと回答している。ここでは教育
内容の範囲でしか回答できないので、マナーや電話対応、eメールなどがその内容となっている。
　質問3回答では、調査1で教員の選んだBJ科目やBJ教育目的ではあまりあがっていなかった「問
題発見解決能力」「論理的思考」「異文化理解」がBJ教育にあるとよい項目として多くの回答者
に選ばれている。
　そして質問4回答にも、「異文化理解」「論理的思考」、そして「確認」「低文脈化」の項目の記
述が多くあがっていることが興味深い。
　実際の仕事をしている中ではこれらのことが大切と考えられていることが明らかとなったと同
時に、現在の大学における教育内容とずれがあることも明らかとなった。
７．おわりに
　ビジネス日本語教育は、1970年代から行われるようになったが、当初の対象はすでにビジ
ネスに従事しているビジネス関係者が主で、ビジネスマナーや敬語習得を中心に高等教育機関
（大学）以外の日本語教育機関がその教育を担っていた。しかし、日本社会の少子高齢化を鑑み、
2007年度より開始されたアジア人財資金構想事業とそれに続く留学生30万人計画（2008）にお
いて、留学生を対象としたBJ教育が必要とされ、その教育内容を図るための大規模調査
1）
の結
果に基づいた「留学生向けの研修内容」
2）
が提示され、高等教育機関においてもBJ教育実践と研
究が求められるようになった。一方、日本企業の海外展開に伴い、海外におけるBJ教育も必要
となり、企業内のBJ研修のほかに、海外の大学の日本語科においても、BJ教育が求められるよ
うになった。
　このような経緯から、BJ教育の実践と研究は、その対象がすでに仕事をしているビジネス関
係者か、まだ仕事をしていない大学生（留学生）かによって内容に異同がある点について留意が
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必要であるが、それが十分に行われていないことが先行研究や教育実践報告からしばしば見られ
る。また、教育の行われる場所が日本国内か、海外かでも共通点と違う点があることも整理して
おく必要があるが、ここにも混在が見られる場合がある。
　一方、外国語教育の主な目的が文献購読からコミュニケーション、インターアクションに移っ
て久しいが、教育現場でコミュニケーション・インターアクションを育成する授業が十分に行わ
れていると言えるのだろうか。 BJは、日本語を使って仕事ができる能力であるので、日本語を
使ったインターアクション力が求められる。上述の「外国人留学生向けの研修のあり方について」
では、表6の4分野の統合的な研修が求められているが、筆者はこれを発展させた表7の日本語
によるビジネスコミュニケーション、異文化調整、問題発見解決能力を統合させたものをBJ教
育内容と考え教育実践を行ってきた（堀井2015）。
　ここには、卒業生の回答に見られた異文化調整能力や問題発見解決能力が含まれているが、こ
の様な統合的な内容の実践にはプロジェクト型学習（以下、PBL）が望ましいことが述べられ
ている（経産省2007）。しかし、PBLに挑戦する教員がまだ少ないことが、現在のBJ教育の課
題となるのではないだろうか。 筆者がベトナムで行ったBJ集中授業 （対象N3）では3日間では
あったがPBLを行うことができた。学習者には考える力があり、また、PC能力も高いので情報
収集を駆使した調査を基に企画を立て、そのプレゼンを行うことができた（堀井2014b）。　　
　一方、海外の日本語教育は目標言語使用環境ではないので、肌で感じる日本文化、企業文化理
解が難しい。教員にとってはビジネス経験の有無よりも、日本の文化経験が重要であると考える。
幸い近年は日本留学経験のある教員が増えているので、それらの教員の活用が有効である。また、
日系企業との連携については、むしろ海外の方が卒業生のリクルートのために大学にコンタクト
を取ってくる企業が多いので、それらの企業に授業やインターネットにおける連携を依頼すると
双方にプラスとなる可能性がある。
　初中級からのBJ教育については、筆者は現在、BJ教育を、ビジネスマナー、電話の受け答
え、定型ビジネス文書、コールセンターの対応などマニュアル対応できるBJ基礎と、交渉、会議、
企画など上級レベルの複雑な日本語力が必要なBJ応用と分け、BJ基礎については初中級からも
可能と考え、海外のBJ授業で実践をしている。
　以上、東南アジアの高等教育機関におけるBJ教育の現状と課題としては、日系企業への就職
率の高さ、BJニーズの高まり、初中級レベルBJ教育ニーズ、教員にとってのBJ教育内容の不
表６　
出典 :経済産業省（2007）
表7　ビジネス日本語教育内容（堀井2015）
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明確さなどが明らかとなり、教員の教授法に対するパラダイムシフト、教員の日本文化体験の必
要性、初中級レベルBJ教育内容を対応可能な提案として述べた。
　現在、筆者は、高等教育機関におけるBJ教育を、「大学教育として、社会に出ようとする学生
の自己実現のサポート /人間形成の一環として、アカデミック・ジャパニーズ教育（論理的 /批
判的思考力など）に重ね、社会人基礎力を含む汎用的スキル、説明、交渉などができるコミュニ
ケーション力、接触場面での異文化調整力、そして、他者と協働で問題を発見し解決する行動力
を育むもの」と考えているが、この実現のためには、上記課題と合わせ、さらなる問題の整理と
適切な教材作成と教員間の協働が必要と考える。本研究の協力者を含め、そのための共同研究を
さらに続けていきたい。
＊ 本研究は日本語教育国際大会2016におけるパネル「東南アジアのビジネス日本語の研究と教
育―グローバル人材育成とつながるネットワーク」の発表を大幅に加筆したものである。
＊謝辞： 本研究の調査にご協力いただいた、王立プノンペン大学　Loch Leaksmy先生、イン
ドネシア教育大学　Diannni Risda先生、マレーシア工科大学　クマラグル　ラマ先生、
ハノイ貿易大学　Tran Thi Thu Thuy先生に心より謝意をお伝えします。
注
 1） 海外技術者研修協会「日本企業における外国人留学生の就業促進に関する調査研究」報告書　平成19年
3月、http://www.meti.go.jp/information/downloadfiles/c70412d11j.pdf
 2） 経済産業省産業人材参事官室（2007）「外国人留学生向けの研修のあり方について」
 http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g70410b01j.pdf
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付録：
調査票１
＊あなたについてお答えください。　　　　　大学名：　　　　　　　　　　　大学　　
　ご専門：　①日本語教育学　②日本語学　③言語学　④その他（　　　　　　　　　　）
　ご年齢：①30歳以下　②31-40歳　③41-50歳　④51-60歳　⑤61歳以上　   
　性別 ：①男性　　②女性   
１. 大学全学生数　　　　　　　　　　　　　　　名
２. 日本学科／日本語科の学生数　　　　　　　　名
３. 卒業時の平均的日本語レベル　　　　　N（　　　　　）
４. 卒業後日系企業に就職する学生の割合　（　　　　）％
５. 日本語の授業内容（複数回答）
 ①精読　②文法　③読解　④聴解　⑤作文　⑥会話　⑦その他（　　　　　　　　　　　）
６. 日本語会話授業の内容：　①ロールプレイ　②シャドウイング　③その他（　　　　　　　　）
７. 「ビジネス日本語」の有無　　　　　①有　　　　②無
８. ビジネス日本語科目がある場合、その内容
 ①電話対応　②Eメール対応、③ビジネス会話　④ビジネス文書作成　⑤ビジネスマナー
 ⑥就職面接　⑦プロジェクト学習　⑧その他（　　　　　　　　　　　　　）
９. ビジネス日本語教育の内容とお考えの項目に○を付けてください。すべて日本語によるものとします。
①情報収集 　 ⑧論理的思考 　 ⑮企業分析
②ビジネス文書読解 　 ⑨批判的思考 　 ⑯企業文化理解
③ビジネス会話 　 ⑩問題発見解決能力 　 ⑰マーケティング
④ビジネス文書（企画書・報告書）作成 　 ⑪チームワーク 　 ⑱アカウンティング
⑤敬語 /待遇表現 　 ⑫異文化調整能力 　 ⑲就職情報
⑥プレゼンテーション 　 ⑬社会人基礎力 　 ⑳エントリーシート対策
⑦説明・説得・交渉 　 ⑭ビジネスマナー 　 ㉑就職面接対策
10. ビジネス日本語教育の目的として重要と思われる順に番号をつけてください。
　 ①ビジネス場面での日本語コミュニケーション能力
　 ②待遇表現、配慮表現力
　 ③チームワーク力
　 ④就職活動の方法を身に付け、内定を取る
　 ⑤ビジネスマナー
　 ⑥異文化調整力
　 ⑦プロジェクトなどを遂行する問題解決力
　 ⑧その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
11. ビジネス日本語教育は大学教育として必要だと思いますか。　　①必要　　　　②不必要
 その理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
12. ご自身の経験についてお尋ねします。
 日本語教育において一番力を入れているのはどのような点でしょうか。それはなぜですか。また、効果
があったと思われる点、授業するにあたって難しい点をお書きください。
13. 現在のビジネス日本語教育の課題は何だと思われますか。（カリキュラム、担当者など何でも）
14. その他、ビジネス日本語教育についてのご意見をお願いします。
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調査票２
＊日本語を使って仕事をしているあなたについてお答えください。
　国籍 （　　　　　　　　　）　　　　年齢　　　　歳　　  　性別　①男　②女   
　大学卒業年：（　　　　　）年、日本語学習歴： （　　　　）年（　　　　）か月、日本語レベル：JLPT　N（　　）
　会社名：　（　　　　　　　　　　　　　　）　在職：　（　　　　）年　（　　　　）か月
　業種：①製造業　②流通・小売業　③貿易業　④金融業　⑤旅行業　⑥情報・通信業　⑦その他（　　　　）
　職種：①営業　②経理　③総務・人事　④秘書　⑤企画　⑥技術・IT　⑦販売・サービス　⑧その他（　　　）
＊以下について、お答えください。
１. 日本語を使って仕事をしていて以下の場面がありましたか。また、その場面でうまくいかなかった事例
があったらできるだけたくさんあげてください。
 ①日本人上司・社員とのコミュニケーション：有・無、②他社の日本人社員とのコミュニケーション：有・
無、③社内外の会議：有・無、④プレゼンテーション：有・無、⑤接客：有・無、⑥アテンド（本社な
どからの：来訪者の案内・通訳）：有・無、⑦電話対応：有・無、⑧Eメール対応：有・無、⑨ビジネ
ス文書（企画書、報告書など）作成：有・無、⑩プレゼンテーション：有・無、⑪ビジネスマナー：有・
無、⑫その他の事例
２. 大学でビジネス日本語の授業はありましたか。　有・無
 あった場合、それはどんな場面で役に立ちましたか。
 なかった場合、あったほうがよいと思いますか　　はい、いいえ
 その理由：
３. ビジネス日本語教育の内容にあったらよいと思う項目に○を付けてください。
　 ①情報収集の仕方 　 ⑦説明・説得・交渉の仕方 　 ⑬エントリーシート対策
　 ②ビジネス文書読解 　 ⑧企業分析 　 ⑭ビジネスマナー
　 ③ビジネス会話 　 ⑨企業文化理解 　 ⑮異文化理解
　 ④ビジネス文書（企画書・報告書）作成 　 ⑩マーケティング 　 ⑯論理的思考育成
　 ⑤敬語 /待遇表現 　 ⑪アカウンティング 　 ⑰問題解決能力育成
　 ⑥プレゼンテーションの仕方 　 ⑫就職面接対策 　 ⑱その他
４. 日本語を使って仕事をしていく上で、大切だと思うことをあげてください。
ご協力ありがとうございました。
